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看護師等養成所運営費補助金交付要綱  
 

第１ 目 的 

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号。以下「法」という。）に基づき

指定を受けた保健師、助産師、看護師及び准看護師学校又は養成所（以下「看護師等養

成所」という。）に対し、保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成を行うために要

する経費を補助することにより、その教育内容を充実させ、もって都内における看護師

等の充足を図り、都民の生命と安全の確保に寄与することを目的とする。 

 

第２ 補助対象 

法に基づき指定を受けた看護師等養成所（ただし、学校教育法第１条に規定する学校

は除く。）を運営する事業、「看護師養成所３年課程」導入促進事業（准看護師養成所

から看護師養成所３年課程の設置を予定しているものを対象とし、准看護師養成所から

看護師養成所３年課程の移行準備に必要な専任教員及び事務職員を配置し、円滑な開校

に向けたカリキュラムの策定等を行うものをいう。）、「助産師養成所」開校促進事業

（助産師養成所の設置を予定しているものを対象とし、助産所養成所の設置準備に必要

な専任教員を配置し、円滑な開校に向けたカリキュラムの策定等を行うものをいう。）

及び「看護師養成所」修業年限延長促進事業（看護師養成所の修業年限の延長を予定し

ているものを対象とし、看護師養成所の修業年限の延長に伴い必要となる専任教員を配

置し、円滑な移行に向けたカリキュラムの作成等と行うものをいう。）で、次に掲げる

者が設置するもの。ただし、「看護師養成所３年課程」導入促進事業及び「助産師養成

所」開校促進事業にあっては、看護師養成所３年課程及び助産師養成所の設置等計画に

係る審査を受けている者に限る。 

(1) 特別区及び市町村（ただし、特別区は修業年限延長促進事業のみ対象とする） 

(2) 日本赤十字社 

(3) 社会福祉法人 

(4) 国家公務員等共済組合及びその連合会 

(5) 健康保険組合及びその連合会 

(6) 国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会 

(7) 学校法人及び準学校法人 

(8) 医療法人 

(9) 一般社団法人及び一般財団法人 

ただし、上記のうち、(8)及び(9)については、学校教育法第１２４条に定める「専修

学校」又は同法第１３４条に定める「各種学校」の認可を受けていないものを除く。（た

だし、助産師養成所及び看護師等養成所２年課程（通信制）にあってはこの限りではな

い。） 

 

第３ 補助金の交付額 

この補助金は予算の範囲内で交付するものとし、次により算出するものとする。 

  (1) 市町村の事業にあっては、毎年度別に定める別表１（基準単価Ａ）の第１欄に定



 

 

める(1)自治体立養成所の養成所ごとの基準額に別表３に定める調整率を乗じて得

た額と、別表２（基準単価Ｂ）の第１欄に定める(1)自治体立養成所の養成所ごとの

基準額の合計額、その他の法人の事業にあっては、別表１（基準単価Ａ）の第１欄

に定める(2)民間立養成所の養成所ごとの基準額に別表３に定める調整率を乗じて

得た額と、別表２（基準単価Ｂ）の第１欄に定める(2)民間立養成所の養成所ごとの

基準額の合計と、各別表の第２欄に定める対象経費の実支出額合計を比較して少な

い方の額を選定する。 

  (2) (1)により選定された額と当該事業に要する総事業費から入学金、授業料その他の

収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて得た額（1,000

円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）を２倍した額を交付額とする。 

 

第４ 補助金の交付の申請 

この補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、都の指示に従

い、看護師等養成所を運営する事業にあっては別紙様式１による申請書を、「看護師養

成所３年課程」導入促進事業にあっては別紙様式３による申請書を、「助産師養成所」

開校促進事業にあっては別紙様式５による申請書を、「看護師養成所」修業年限延長促

進事業にあっては別紙様式７による申請書を知事の指定する日までに提出しなければな

らない。 

 

第５ 補助金の交付の決定 

   (1) 知事は、第４による補助金の申請金の申請があったときは、当該申請に係る書類

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金の交付が、

法令及び予算の定めるところに違反しないかどうか、補助事業の目的及び内容が適

正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し、補助金を交付す

べきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をするものとする。 

  (2) (1)の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金の交付の申

請に係る事項につき修正を加えて、補助金の交付の決定をすることができるものと

する。 

 

第６ 補助金の交付の決定の通知 

知事は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付け

た条件を申請者に通知するものとする。 

 

第７ 交付の条件 

１ 事情変更による決定の取消し等 

  (1) 知事は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特

別の必要が生じたときは、この交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はそ

の決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することができる。ただし、補助事

業のうち、既に経過した期間に係る分については、この限りではない。 

  (2) (1)の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、天災地変そ



 

 

の他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合に限る。 

  (3) 知事は、(1)の規定による補助金の交付の決定の取消しにより特別に必要となった

事務又は事業に対しては、補助事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残

務処理に要する経費並びに補助事業を行うために締結した契約の解除により必要と

なった賠償金の支払いに要する経費に係る補助金を交付をすることができるものと

する。 

  (4) (3)による補助金の額の当該経費の額に対する割合その他その交付については、

(1)の規定による取消しに係る補助事業についての補助金に準ずるものとする。 

 

２ 承認事項 

補助事業者は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。ただし、(1)及び(2)に掲げる事項のうち軽微なものについては、この

限りでない。 

 (1) 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

  (2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

  (3) 補助事業を中止、又は廃止しようとするとき。 

  (4) 補助事業により取得し又は効用の増加した単価 30万円以上の機械及び器具を、こ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

又は廃棄しようとするとき。 

 

３ 事故報告 

 (1)  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難となった場合には、速やかにその理由及び状況等を書面により知事に報告しな

ければならない。 

   (2) 補助事業者は、(1)の報告に基づき、知事から必要な指示を与えられた場合は、直

ちにその指示に従わなければならない。 

 

４ 状況報告 

      知事は、補助事業の円滑適正な執行を図るため必要と認めるときは、補助事業の遂

行状況、経理状況その他必要な事項について、報告を徴することができるものとする。 

 

５ 補助事業の遂行命令 

  (1) 知事は、補助事業者が提出する報告、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 221

条第２項の規定による調査等により、補助事業が交付の決定の内容又はこれに付し

た条件に従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに従

って当該補助事業を遂行すべきことを命ずるものとする。 

  (2) 知事は、補助事業者が、(1)の命令に違反したときは、当該補助事業の一時停止を

命ずることができるものとする。 

  (3) (2)の規定により補助事業の遂行の一時停止を命ずる場合において、補助事業者が



 

 

補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合させるための措置を指定す

る期日までにとらないときは、10の規定により、この交付の決定の全部又は一部を

取り消すことができるものとする。 

 

６ 実績報告 

  (1) 補助事業者は、補助事業完了後１か月以内又はこの交付の決定に係る都の会計年

度が終了したときのいずれか早い日までに、都の指示に従い、看護師等養成所を運

営する事業にあっては別紙様式２による実績報告書を、「看護師養成所３年課程」

導入促進事業にあっては別紙様式４による事業実績報告書を、「助産師養成所」開

校促進事業にあっては別紙様式６による事業実績報告書を、「看護師養成所」修業

年限延長促進事業にあっては別紙様式８による事業実績報告書を提出しなければな

らない。 

また、２の(3)の規定により廃止の承認を受けたときも同様とする。 

  (2) 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式９によ

り速やかに知事に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方小消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売

り上げ割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

この場合において、知事が当該仕入控除税額の全部又は一部の納付を命じたとき

は、補助事業者は、これを納付しなければならない。 

 

７ 補助金の額の確定 

知事は、６の規定により事業実績報告書を受けた場合においては、事業実績報告書

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果がこ

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、

適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額の確定をし、補助事業者に通知する

ものとする。 

 

８ 是正のための措置 

７の規定による調査等の結果、補助事業の成果がこの交付の決定の内容及びこれに

付けた条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、これに適合させるため

の処置をとるべきことを命ずることができる。 

 

９ 財産の管理等 

  (1) 補助事業により収得し又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけれ

ばならない。 

  (2) ２の(4)の規定により知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ

た場合には、その収入の全部又は一部を都に納付させることがある。 



 

 

 

10 決定の取消し 

   (1) 知事は、補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、この交付の決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

      ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

      イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

      ウ その他この交付の決定の内容又はこれに付けた条件その他法令又はこの要綱に

基づく命令に違反したとき。 

  (2) (1)の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後において

も適用があるものとする。 

 

  11 補助金の返還 

  (1) 知事は、この交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係

る部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

その返還を命ずる。 

  (2) (1)の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されている場合においても適用があるものとす

る。 

 

12 違約加算金及び延滞金 

  (1) 知事が 10 の(1)の規定により、この補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し

をした場合において、補助金の返還を命じたときは、補助事業者は、当該命令に係

る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を

納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、年

10.95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付

しなければならない。 

  (2) 知事が補助事業者に対し、補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこ

れを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に

応じ、その未納付額につき年 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金（100 円未

満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

13 違約加算金の計算 

12 の(1)の規定により加算金の納付を命じた場合において、補助事業者の納付した

金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず、当該返還を

命じた補助金の額に充てるものとする。 

 

14 延滞金の計算 

12 の(2)の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の

計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 



 

 

 

15 他の補助金の一時停止等 

 (1) 補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

 (2) 知事は、補助事業者に対し補助金の返還を命じ、補助事業者が当該補助金、違約  

  加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、同種の事務又は事業 

  について交付すべき補助金があるときは、相当の限度において、その交付を一時停 

  止し、又は当該補助金と未納付額とを相殺することができるものとする。 

 

16 関係書類及び帳簿の整理保管 

補助事業者は、補助事業に係る収入、支出その他関係書類を当該事業の属する会計

年度終了後５年間整理保管しなければならない。 

 

第８ 補助金の交付 

この補助金の交付の条件は、原則として年１回概算払により行うものとする。 

 

第９ 申請の撤回 

申請者は、この補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に異議があるときは、

交付決定の日から１４日以内に、申請の撤回をすることができる。 

 

第 10 指導及び監督 

知事は、補助事業者に対し、補助事業に係る運営について、法その他関係法令の定め

るところにより補助金の交付の目的が有効に達せられるよう必要な指揮監督を行うもの

とする。 

 

第 11 補 則 

この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付については、「東京都補助金等交付

規則」（昭和３７年東京都規則第１４１号）及び「東京都補助金等交付規則の施行につ

いて」（昭和３７年財主調発第２０号）の定めるところによるものとする。 

 

 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１０年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１１年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１２年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１３年４月１日から適用するものとする。 

附 則 



 

 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１４年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１５年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１６年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１７年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１８年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１９年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２０年４月１日から適用するものとする。 

  附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２１年４月１日から適用するものとする。 

  附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２２年４月１日から適用するものとする。 

  附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２３年４月１日から適用するものとする。 

  附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２４年４月１日から適用するものとする。 

  附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２５年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２６年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２７年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成３１年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、令和７年４月１日から適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


